
Ⅰ　調査概要

　１．調査の目的

　　　この調査の目的は、地方教育行政機関の組織面の実態を明らかにして、教育施策

　　に役立つ基礎資料を整備する事を目的としている。

　２．調査の対象

　　　この調査は、県教育委員会及び市町村教育委員会（一部事務組合を含む）の全て

　　を対象としている。

　　　本県において、平成２９年５月１日現在にこの調査の対象となった教育委員会は、

　　次のとおりである。
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　３．調査の内容

　　　調査事項は、教育委員会の類型、教育委員、教育長及び事務局の本務職員の４項

　　目である。

Ⅱ　調査結果の概要

　　市町村（組合を含む）教育委員会の調査結果の概要は、次のとおりである。

　１．教育委員会の類型

　　　人口規模別・類型別・組織別の教育委員会数

市 町 村

計 ５人制 ３人制 ５人制 ５人制 ５人制

36 36 0 11 17 6

0 0 0

1 1 0 1

0 0 0

0 0 0

3 3 0 3

7 7 0 5 2

4 4 0 2 2

4 4 0 4

15 15 0 9 6

2 2 0 - - -

○市町村人口は、「高知県推計人口（平成２９年５月１日現在）」
　（高知県統計課）による。

   5,000人未満

一部教育事務組合

 100,000～299,999

  50,000～ 99,999

  30,000～ 49,999

  15,000～ 29,999

   8,000～ 14,999

   5,000～  7,999

 300,000～499,999

地　方　教　育　行　政　調　査

調査対象教育委員会総数

県

市

町

村

一部教育事務組合

人　口　規　模
合　　　　計

総　　　　数

 500,000人以上
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２．教育委員（教育長である委員を除く）

　(1)教育委員の年齢別構成

　　　この調査の目的は、地方教育行政機関の組織面の実態を明らかにして、教育施策に役

（欠員１名を除く、以下同じ）

　(2)教育委員の職業別構成

　(3)教育委員の在職期間別構成

　(4)教育委員長・教育委員の報酬金額段階別の教育委員会数

１０万円以上 1

１０万円未満

９万円未満

８万円未満 ３０万円以上

１万円以上 2 4 ７万円未満 1 ３０万円未満 1

8千円以上1万円未満 1 ６万円未満 3 1 ２８万円未満 1

２４万円未満

6千円以上8千円未満 2 6 ５万円未満 1 9 ２６万円未満

4千円以上6千円未満 ４万円未満 1 4

2 1

2千円以上4千円未満 ３万円未満 2 ２２万円未満 1

２千円未満 ２万５千円未満 3 ２０万円未満 3

報 酬 な し ２万円未満 １８万円未満 1

総　　 　数 5 10 総　　　数 6 20 総　　　数 4 6

日　　額　　制 月　　額　　制 年　　額　　制

金　額　段　階 委員長 委員 金　額　段　階 委員長 委員 金　額　段　階 委員長 委員

2 8

構成比(％) 100.0% 13.3% 8.4% 23.1% 18.2% 13.3% 16.8% 1.4% 5.6%

委員数(人) 143 19 12 33 26 19 24

区　　分 計
６年以上８年以上12年以上 １６年

未満 ２年未満４年未満６年未満８年未満12年未満

１年 １年以上２年以上４年以上

16年未満 以上

事 務 従 事 者 21 14.7% 無 職 34 23.8%

専門的・技術的職業従事者 44 10.5% 生産工程,輸送・機械運転.建設・採掘,
運 搬 ・ 清 掃 ・ 包 装 等 従 事 者 2 9.8%

管 理 的 職 業 従 事 者 10 7.0% 農 林 漁 業 従 事 者 16 11.2%

総 数 143 100.0% 販 売 ・ サ ー ビ ス ・ 保 安 職 業 従 事 者 16 11.2%

17.5% 11.9%

区　　　　分 委員数(人) 構成比(％) 区　　　　分 委員数(人) 構成比(％)

構成比(％) 100.0% 5.6% 21.0% 28.0% 16.1%

６５～６９ ７０歳以上

委員数(人) 143 8 30 40 23 25 17

区　　分 計 ４０歳未満 ４０～４９ ５０～５９ ６０～６４
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３．教　育　長

　(1)教育長の年齢別構成

　　　この調査の目的は、地方教育行政機関の組織面の実態を明らかにして、教育施策に役

（欠員１名及び兼務１名を除く、以下同じ）

　(2)教育長の直前歴別構成

（新制度移行後の教育委員会において、旧教育長が改めて新教育に任命された場合、直前歴

は「教育長」として計上）

　(3)教育長の在職期間別構成

【新制度に移行した市町村】

（新制度移行後の教育委員会において、旧教育長が改めて新教育に任命された場合、新制度

における在職期間のみ計上）

【旧制度の市町村】

　(4)給与月額段階別の教育長数

４４万以上４６万未満 ６５万以上７０万未満 1

４６万以上４８万未満 1 ７０万以上 0

４０万以上４２万未満 ５５万以上６０万未満 17

４２万以上４４万未満 ６０万以上６５万未満 5

総　　　数 34 ４８万以上５０万未満 1

４０万円未満 ５０万以上５５万未満 9

20.0% 13.3% 0.0% 0.0%

金　額　段　階 教育長数 金　額　段　階 教育長数

3 2 0 0

構成比(％) 100.0% 0.0% 0.0% 53.3% 13.3%

人数 15 0 0 8 2

16年以上
２年未満 ４年未満 ６年未満 ８年未満 12年未満 16年未満

0.0%

区　　分 計 １年未満
１年以上 ２年以上 ４年以上 ６年以上 ８年以上 12年以上

0

構成比(％) 100.0% 31.6% 42.1% 26.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

人数 19 6 8 5 0 0 0 0

38.2%

４年以上 ６年以上 ８年以上 12年以上
16年以上

２年未満 ４年未満 ６年未満 ８年未満 12年未満 16年未満
区　　分 計 １年未満

１年以上 ２年以上

構成比(％) 100.0% 11.5% 11.8% 5.9%

11 23 22

国　家
公務員

その他
教　職
経験者

教育行政
経験者

一般行政
経験者

0.0% 11.8% 32.4% 67.6% 64.7%

人数 34 11 4 2

20.6% 8.8%

区　　分

直　　前　　履　　歴　　内　　訳 再　　　　掲

計 教育長 教職員
教委関
係職員

地　方
公務員

構成比(％) 100.0% 0.0% 0.0% 29.4% 41.2%

13 0 4

６５～６９７０歳以上

人数 34 0 0 10 14 7 3

区　　分 計 ４０歳未満４０～４９５０～５９６０～６４
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４．事務局の本務職員

　(1)本務職員の職種別構成

　　　この調査の目的は、地方教育行政機関の組織面の実態を明らかにして、教育施策に役

　(2)指導主事・充て指導主事・社会教育主事・派遣社会主事の配置人数（本務者）別の

 　教育委員会数

　(3)本務職員数別の教育委員会数

９、１０ 2 5.6%

１１ ～ １５ 6 16.7% ０ 1 2.8%

１６ ～ ２０ 1 2.8% １ 1 2.8%

２１ ～ ３０ 6 16.7% ２ 1 2.8%

３１ ～ ５０ 1 2.8% ３ 3 8.3%

５１～１００ 1 2.8% ４ 3 8.3%

１０１　以上 0 0.0% ５、６ 6 16.6%

総　数（人） 36 100.0% ７、８ 4 11.1%

職　員　数 委員会数 構成比(％) 職　員　数 委員会数 構成比(％)

0

派遣社会教育主事 36 36 0 0 0 0

社 会 教 育 主 事 36 33 3 0 0

1

充 て 指 導 主 事 36 25 10 1 0 0

指 導 主 事 36 32 2 1 0

区　分 計 指導主事

0.2%

区　　　分 計 ０人 １人 ２～３人 ４～５人 ６人以上

1

構成比(％) 100.0% 4.2% 4.2% 0.6% 0.0% 0.4% 88.6% 3.2%

職員数(人) 474 20 13 3 0 2 420 15

社会教育 事　務 技　術 労　務

指導主事 主　　事 教育主事 主 事 補 職　員 職　員

充　　て 社会教育 派遣社会

職　員
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